
◎水道法の一部を改正する法律 
（平成三〇年一二月一二日法律第九二号）   

一、提案理由（平成三〇年六月二七日・衆議院厚生労働委員会） 

○加藤国務大臣 ただいま議題となりました水道法の一部を改正する法律案につきまし

て、その提案の理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 水道施設の老朽化が今後ますます進むと見込まれる一方で、人口減少に伴い、料金収

入が減少するとともに、事業を担う人材も不足するなど、水道事業は深刻な課題に直面

しています。このような状況を踏まえ、水道事業の広域連携や多様な官民連携を進める

とともに、水道事業者等に対し水道施設の適切な管理を求めること等により、水道の基

盤の強化を図るため、この法律案を提出いたしました。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明いたします。 

 第一に、厚生労働大臣は、水道の基盤を強化するための基本的な方針を定めるととも

に、都道府県はその方針に基づき、市町村の区域を超えた広域的な水道事業者等の連携

等を進めるための水道基盤強化計画を定めることができることとします。 

 第二に、水道施設の老朽化等に対応し、水道施設等の適切な資産管理を進める観点か

ら、水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つため、これを維持し、修繕しなけれ

ばならないこととします。また、水道施設台帳を作成し保管するとともに、水道施設の

計画的な更新に努め、その事業の収支の見通しを作成し公表するよう努めなければなら

ないこととします。 

 第三に、官民連携の手法の多様化を図る観点から、水道事業者等は、水道施設の運営

等について、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づく

公共施設等運営権を有する者に行わせることができることとします。 

 第四に、給水装置工事事業者の技術的水準等を確保するため、給水装置工事事業者の

指定について、五年の更新制を導入することとします。 

 最後に、この法律案は、一部の規定を除き、公布の日から起算して一年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行することとしています。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要でございます。 

 御審議の上、速やかに可決していただくことをお願いいたします。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成三〇年七月五日） 

○高鳥修一君 ただいま議題となりました水道法の一部を改正する法律案について、厚

生労働委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、人口減少に伴う水の需要の減少、水道施設の老朽化等に対応し、水道の基盤

の強化を図るため、所要の措置を講じようとするもので、その主な内容は、 

 第一に、厚生労働大臣は、水道の基盤を強化するための基本方針を定めるとともに、

都道府県は、その方針に基づき、水道基盤強化計画を定めることができることとするこ

と、 



 第二に、水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つため、これを維持し、修繕し

なければならないこととすること、 

 第三に、地方公共団体である水道事業者等は、厚生労働大臣の許可を受けて、水道施

設に関する公共施設等運営権を民間事業者に設定できることとすること、 

 第四に、指定給水装置工事事業者の指定について、五年の更新制を導入すること 

等であります。 

 本案は、去る六月二十七日本委員会に付託され、同日加藤厚生労働大臣から提案理由

の説明を聴取し、二十九日から質疑に入り、昨日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、立憲民主党・市民クラブ及び国民民主党・無所属クラブより、水道施設

運営権の設定の許可に関する規定を削除すること等を内容とする修正案が提出され、趣

旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、原案及び修正案について討論、採決を行った結果、修正案は賛成少数をもっ

て否決され、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であ

ります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成三〇年七月四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 水道の基盤強化においては、水道の高い公共性に鑑み、水が国民共有の貴重な財産

であることを再認識しつつ、水が健全に循環し、そのもたらす恵沢を将来にわたり享

受できることが確保されることを理念として、国、地方公共団体及び水道事業者等の

相互の連携を深めること。 

二 大規模災害の発生に備え、管路の老朽化への対応及び耐震化の推進等水道施設の整

備に万全を期すとともに、施設整備の体制を支える人員及び予算が十分に確保される

よう努めること。また、災害時における速やかな復旧を図るための組織体制、災害対

応システム等が十分に整備・運用されるよう、必要な措置を講ずること。 

三 水道の基盤強化を図るために、水道事業に携わる人材の確保、技術の継承及び労働

環境の改善が必要であることに鑑み、地方公共団体がこれらを実現するために必要な

支援を行うこと。特に官民連携を行うに当たって、この点が重要となることを十分認

識し、事業運営に支障を来すことのないよう、総合的な施策を講ずること。 

四 経営基盤が脆弱な小規模の水道事業者に対しては、水道の基盤強化の基本的かつ総

合的な施策の推進において十分配慮するとともに、必要な支援を行うこと。 

五 水道施設運営権の設定については、水及び水道施設が国民共有の貴重な財産である

ことに鑑み、公共性及び持続性に十分留意したものとなるよう、地方公共団体におい

て検討すべき事項の具体的な指針を本法施行までに明示すること。 

六 水道施設運営権の設定の許可に当たっては、地方公共団体においてその運営状況を



モニタリングするための適切な体制が確保されているかについて厳格に審査を行うと

ともに、運営における公共性・公平性・公益性の確保を明確にするための具体的な指

標等を示すこと。 

七 水道施設の維持管理、修繕及び計画的な更新が、地域の健康資本の基盤として極め

て重要であることに鑑み、これらの措置が適切に行われるよう、必要な支援を含めた

包括的水道事業システムの構築に努めること。 

八 水道の需給バランスの平準化を進める観点等から、水道スマートメーターを含む周

辺機器の研究及び開発を促進するため、必要な措置を講ずること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成三〇年一二月五日） 

○石田昌宏君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、第百九十六回国会において衆議院より送付され、本院において継続審査

となっていたものであります。 

 本法律案の内容は、人口減少に伴う水の需要の減少、水道施設の老朽化等に対応し、

水道の基盤の強化を図るため、都道府県による水道基盤強化計画の策定、水道事業者等

による水道施設台帳の作成等の規定を整備するとともに、地方公共団体である水道事業

者等が水道施設運営等事業に係る公共施設等運営権を設定する場合の許可制の導入等の

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、水道事業における広域連携の必要性、水道施設運営権方式の

導入の是非、継続的な水道関係予算確保の必要性、水道事業を担う人材確保策等につい

て質疑を行うとともに、参考人より意見を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によ

って御承知願います。 

 質疑を終局しましたところ、立憲民主党・民友会、国民民主党・新緑風会及び希望の

会（自由・社民）を代表して石橋通宏委員より、水道施設運営権の設定の許可に関する

規定を削ることを内容とする修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、立憲民主党・民友会を代表して川田龍平委員より

修正案に賛成、原案に反対、日本共産党を代表して倉林明子委員より原案に反対、希望

の会（自由・社民）を代表して福島みずほ委員より修正案に賛成、原案に反対の旨の意

見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案ど

おり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し、附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年一二月四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、水道の基盤強化に当たっては、水道が極めて公共性の高い、国民の日常生活や命に



も直結する貴重な財産であることを踏まえ、全ての国民が水道の恩恵と安心・安全な

水の供給を将来にわたって享受できるよう、国、地方公共団体及び水道事業者等の相

互の連携を深めること。 

二、将来にわたって国民生活の安心と安全を確保するとともに、大規模災害の発生等に

も備えるため、管路の老朽化への対応及び耐震化の推進等、水道施設の継続的な更新

と整備に万全を期すとともに、地方公共団体において施設整備の体制を支える人員及

び予算が十分に確保されるよう努めること。また、災害時における速やかな応急給

水・応急復旧を図るための組織体制、災害対応システム等が十分に整備・運用される

よう、必要な措置を講ずること。 

三、水道の基盤強化を図るために、水道事業に携わる人材の確保、技術の継承及び労働

環境の改善が必要であることに鑑み、地方公共団体がこれらを実現するために必要な

支援を行うこと。特に官民連携を行うに当たって、この点が重要となることを十分認

識し、事業運営に支障を来すことのないよう、海外の再公営化事例の検証を含めて総

合的な施策を講ずること。 

四、水道の基盤強化の基本的かつ総合的な施策の推進に当たっては、中山間部、過疎地

域や人口減少の著しい地域等の自然的・社会的条件の厳しい地域を抱える地方公共団

体や、経営基盤が脆弱な小規模の水道事業者に十分配慮して、必要な技術的・財政的

援助を行うこと。 

五、水道施設運営権の設定については、水及び水道施設が国民共有の貴重な財産である

こと、また、重要な生活インフラである水道事業に外国資本が参入する可能性や、将

来的に料金が高騰したりサービス品質が低下したりする可能性に留意し、その決定は

厳に地方公共団体が住民の意思を十分に踏まえた上での自主的な判断に委ねられるべ

きであることを大前提に、公正かつ公平な手続や透明性を十分に確保した民間事業者

の選定を含め、公共性及び持続性に十分留意したものとなるよう、地方公共団体にお

いて検討すべき事項の具体的な指針を本法施行までに明示すること。 

六、水道施設運営権の設定の許可に当たっては、地方公共団体において民間事業者の運

営状況をモニタリングするための適切な体制が確保されているかについて厳格に審査

を行うとともに、水道料金や水質基準への適合などの規制・モニタリングが確実に実

施され、必要に応じ第三者による確認も得つつ、運営における公共性・公平性・公益

性の確保を明確にするための具体的な指標等を示すこと。 

七、水道施設の維持管理、修繕及び計画的な更新が、地域の生活インフラの基盤として

極めて重要であることに鑑み、これらの措置が適切に行われるよう、必要な支援を含

めた包括的水道事業システムの構築に努めること。 

八、指定給水装置工事事業者の更新時に取得する修繕対応の可否等の情報、修繕時のト

ラブル防止や悪質商法に関する情報等を水道利用者に分かりやすく提供するよう、水

道事業者に対し指導すること。また、給水装置工事主任技術者、配管工事に携わる者



の技術・技能の維持・向上を図るための研修の充実等を通じて指定工事事業者の質の

向上を図ること。 

九、水道の需給バランスの平準化を進める観点等から、水道スマートメーターを含む周

辺機器の研究及び開発を促進するため、必要な措置を講ずること。 

十、上工下水、農業用水等の人間が利用する水のみならず、表流水、地下水等を一体と

して捉える水循環の視点から水利用の最適化を図ることにより、低廉で高品質な水道

水を供給できる体制の維持に努めること。 

 右決議する。 

四、衆議院厚生労働委員長報告（平成三〇年一二月六日） 

○冨岡勉君 ただいま議題となりました両案について申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、水道法の一部を改正する法律案について、厚生労働委員会における審査の経過

及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、人口減少に伴う水の需要の減少、水道施設の老朽化等に対応し、水道の基盤

の強化を図るため、都道府県による水道基盤強化計画の策定、地方公共団体である水道

事業者等が水道施設に関する公共施設等運営権を設定する場合の許可制の導入、指定給

水装置工事事業者の指定に係る更新制の導入等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、前国会、本院において可決され、参議院において継続審査となっていたもの

で、昨日、参議院において可決の上、本院に送付され、同日本委員会に付託されました。 

 本委員会においては、同日、提案理由の説明を省略した後、討論、採決の結果、本案

は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 以上、御報告申し上げます。 


